
1 
 

資料４ 

前回までの循環型社会計画部会のヒアリングの概要 

 

 

（社）日本化学工業協会 

 

（発表概要） 

○化学工業界における、自主行動計画の達成状況および循環型社会形成に向け

た廃棄物発生量削減の取組について説明。 

○化学業界は、様々な業種の複合体であり、減量・廃棄物とも多種多様。 

○自主行動計画における産業廃棄物最終処分量削減目標は、1990 年比 88%減で

あるが、2007年現在、1990年比85%減まで到達。 

○発生廃棄物の組成・減量化について概要を説明。 

○スラッジ・廃油・廃酸・廃アルカリについて、セメント業界、無機化学工業

等における有効利用がすすみ、最終埋立処分比率は非常に低い。 

○廃棄物発生量削減の取組(1)：廃プラから化学原料を製造する技術 

○廃棄物発生量削減の取組(2)：カプロラクタム(ナイロン原料)製造方法の変更

により、これまで副産物として発生していた硫安を削減。 

○廃棄物発生量削減の取組(3)：塩化水素（ﾎﾟﾘｳﾚﾀﾝ原料）の酸化により、副産

物である塩酸の処理量を削減。 

○廃棄物発生量削減の取組(4)：廃触媒のリサイクル 

○化学業界から出てくる廃棄物は主に汚泥・廃酸・廃アルカリ等、全て初めか

ら廃棄物であり、1度も製品になっていない。こういったもののリサイクル・

減量化が大きな問題。 

○こういった廃棄物の減量化・リサイクルは限界に達しつつあり、これらのリ

サイクル先を行政機関に考えて頂きたい。 

 

（委員からの主な質問・意見とそれに対する回答） 

意見・質問 回答 

 日頃、循環基本計画をどの程度業界

として意識しているか。 

毎月日化協で行っている環境部会に

おいて、基本計画の話も含め種々の環

境に関する問題について議論してい

る。 

 循環型社会だけでなく、低炭素社

会・温暖化防止をどの程度意識し、ど

90年代初頭化学業界はエネルギー多

消費型産業であったが、削減の取組を、
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のような取組を行っているか。 実態調査を含め毎年行っている。1990

年比で、現在17％まで削減したと聞い

ている。また、LCA として化学業界が

どの程度 GHG 削減に貢献できるかも検

証している。 

 無機系副産物の最終リサイクル先の

安定確保が課題とのことだが、何か総

合的政策として良いアイディアはある

か。 

どうしても発生する廃棄物の処分を

一般の事業者に任せるだけでなく、業

界・国が一緒になって最終処分場を確

保してはどうか。 

３Ｒ、特にリデュースを促進するとな

れば、生産工程に入って行かざるを得

ない。 

 化学業界として、プラスチック生産

時に、できるだけ少ないスペックで皆

が同じように使えるものを作ろうとい

う意識がある。ただ、素材産業である

ため、最終エンドユーザーがどのよう

に使うかにどうしても影響されてしま

う。 

 廃棄物問題も含めて日本の企業がい

かに日本国内で製造できるようにする

か国と一緒に考えていきたい。 

 

 

（社）日本建設業団体連合会 

 

（発表概要） 

○建設業界における廃棄物の現状及び循環型社会形成に向けた具体的な取組に

ついて説明。 

○「建設業の環境保全自主行動計画」における目標は、2005 年度目標は全ての

品目について達成、2010年度の目標は木材リサイクル率・混合廃棄物削減率

以外については達成。 

○建設廃棄物排出量全体は、最近は横ばい状態だが混合廃棄物の削減は徐々に

進み、現場での分別は進捗している。 

○具体的な取組として、 

（１）土木工事 

   ①個別指定制度活用による汚泥のリサイクル 

（２）解体工事 

   ①有害物の適正処理 ②分別解体によるリサイクル 
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（３）新築工事 

   ①発生抑制   ②処理委託によるリサイクル 

   ③広域認定制度活用によるリサイクル 

 における一般的取組及び、個別の先進事例として、 

（４）発注者・設計者・施工者が一体となったLCAゼロエミッション建築 

 を紹介。 

○品目毎の課題としては、石膏ボードの解体廃材のリサイクル需要の開拓等が

挙げられる。 

○主体毎の課題としては、施工者サイドではリサイクルルートの選定・分別の

徹底・多少の発生抑制が限度。更なる３Ｒ促進のためには、上流側（設計者・

メーカー等）の意識向上が不可欠。 

○広域認定を取得しているメーカーが少ないことも課題。 

○中間処理業者に対する廃棄物の種類・排出先等の数量の開示義務付を要望。

（これにより、リサイクルの状況が明確に把握できる。） 

 

（委員からの主な質問・意見とそれに対する回答） 

意見・質問 回答 

 受入側として、建設業の中で循環資

源の再利用をどのような形で行えるの

か。自主的な目標を設定して行うこと

は可能か。 

 コンクリートガラ、アスファルト・

コンクリートガラについてはほとんど

工事の中でリサイクルされている。こ

れらがどれだけ使用されるかは、工事

の発生量によって決まる。公共事業が

減少するという最近の方向性の中現在

のリサイクル率を保つには、その他の

用途を開拓していく必要がある。 

 リサイクルに大きく貢献しているセ

メント業界の最大の利用者としても建

設業界が貢献している。 

 日頃、循環基本計画をどの程度業界

として意識しているか。 

基本計画は大方針であるため、普段は

あまり意識していない。管轄省庁など

がブレークダウンしたものについては

意識して対応。 

循環型社会だけでなく、低炭素社

会・温暖化防止をどの程度意識し、ど

のような取組を行っているか。 

低炭素社会に向けた取組は強く意識

しているところ。建設業の場合、施工

中に発生するCO2に比べ建物運用中の

エネルギー消費が圧倒的に多く、それ
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をどれだけ削減できるかに特に注力し

ている。省燃費運転や省エネの掘削方

法等。 

３Ｒの取組が低炭素社会実現にも強

く繋がっていることを業界にも訴えて

いるところ。その際、最終処分場建設

による負荷も含めたCO2削減の定量化

等により３Ｒの取組のGHG削減の観点

からの有効性を明示する方法があれば

御教示頂きたい。 

３Ｒ，特にリデュースを促進すると

なれば、生産工程に入って行かざるを

得ない。 

 御指摘の通り大きな効果のあるリデ

ュースになると、生産工程・工法自体

に関わると認識している。その意味で

も設計者の理解が不可欠。 

 

 

(特非)WE21ジャパン 

 

（発表概要） 

○WE21 ジャパンとして、チャリティリサイクルショップ（主にリユース）を神

奈川県に53店舗運営し、その収益で活動費・アジアの女性達の自立支援につ

なげるという取組を行っているところ。具体的には以下のとおり。 

○2008年度は、顧客約44万人、物品提供者約9万人。売上は約3億2000万円

のうち、約6割が維持経費、残りの4割程度を支援事業に。 

○青果物や塩干物等の過剰包装を防ぐため、トレイや包装そのものの有無等を

定めた「包装適正化要項」を策定し、品質保持と省資源に向けた取組を進め

ている。 

○販売できなかった衣類の地域循環として、リメイク品・布わらじ等の作成や、

若手芸術家との連携により古着を芸術品としてリメイクし付加価値をつけて

いく等の活動を行っている。 

○再生産化として、連携先の古繊維業者が、軍手を作成。 

○主な課題： 

・古繊維のリサイクルの最後の出口が古繊維会社・ファイバーくらいしかな

い 

・送付されてきた陶磁器・ガラス等が廃棄物とされるため、県外に出すこと

ができない。→廃棄料金が負担に。 
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・行政との連携が取りにくい。 

 

（委員からの主な質問・意見とそれに対する回答） 

意見・質問 回答 

 他の NPO との連携はどうしているの

か。 

 同種の取組を行っている団体とし

て、福島県いわき市のザピープル、東

京のエコメッセ等があり、これらの団

体を招いてシンポジウム開催等の交

流・情報共有を行っている。 

 行政との連携がなぜうまくいかない

のか。 

行政側に、既存のシステムに新たな

システムを構築する意欲・意図がない

ことが問題。 

現在、商工会議所等のコーディネー

トによる関係者の交流の場等を活用す

べく働きかけを行っているところ。 

小さな自治体においては単年度の助

成金等不安定な形でリサイクル経費を

獲得しているところもあり、そういっ

た自治体においてシステム化を図って

いきたい。 

 

 

社団法人日本経済団体連合会 

 

（発表概要） 

○産業界における、環境自主行動計画の達成状況および循環型社会形成に向け

た取組について説明。 

○環境自主行動計画［循環型社会形成編］の2008年度フォローアップ調査結果

では、2007年度における産業廃棄物最終処分量は862万トン。90年度実績値

の5,860万トンの85.3％減と、前年度と比べやや横ばい。 

○自主行動計画における産業廃棄物最終処分量削減目標は、1990 年比 88%減で

あるが、目標達成まであと少し、クリアできるかは景気の情勢や企業努力等

による。 

○フォローアップの参加業種は、産業界全体目標対象業種31業種、その他業種

9業種。これら40業種については、個別業種版として業種毎に目標・取組状

況等を公表している。 
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○業種別の独自目標について概要を説明。 

○第２次循環型社会形成推進基本計画では、産業廃棄物の減量化の取組指標と

して、2015 年度の産業廃棄物最終処分量を 2000 年度比で、約 60％削減する

ということが掲げられている。産業界としてはより一層努力するが、経団連

の自主行動計画に参加しているところの取組のみでは限界もある。産学間連

携・政策的な手当が必要。また、自主行動計画に参加していない上下水道・

農業・医療といった業種の取組も重要になる。 

○経団連としては（自主行動計画の）2010年度の目標に向かって努力していく。

その先の方向性については現在検討中。 

○容器包装リサイクルについては、３Ｒ推進団体連絡会策定の容器包装の３Ｒ

推進のための自主行動計画を策定しており、毎年フォローアップ結果を発表

している。 

 

（委員からの主な質問・意見とそれに対する回答） 

意見・質問 回答 

 平成 11 年に産業構造審議会で発表

した循環経済ビジョンの中で産業間連

携という提案をしている。取組が業種

毎の縦割りになりがちだが、産業間の

連携を強化することでより効率的・合

理的に目標を達成でいると考える。そ

の当たりの検討をしているのか。経団

連が音頭を取ると良いのではないか。 

 参考意見として今後経団連の中で検

討したい。ただ、各業界でまとめてと

いうのは結構厳しい。会社間では個別

に行われている例も多く、それをきち

んとやっていくのが基本と考える。 

 （補足として）業者と顧客という取

引条件の中で、廃棄物のリサイクル・

減量化したうえでの最終処分等の取組

は結構進んでいるという意図。 

 各業界が自主的に独自目標を設定す

ることは評価。他方、業界によっては

より高い目標を設置した方が良いとい

うところもあると思われる。目標値の

設定等に関し、アドバイス・意見をい

う仕組みが経団連の中にあるのか。 

企業間で取引・提携の中で行ってい

くのが早いと感じる。参考意見として、

今後経団連の中で検討していく。 

 自主行動計画温暖化対策編の CO2 の

目標は原単位か排出量か。循環型社会

形成編の産廃最終処分量目標について

も、原単位的な考え方が入っているの

か。 

温暖化対策編・循環型社会形成編と

も量であり、原単位ではない。 

（鮫島委員より補足として）セメン

トのように原料系・燃料系等が入り交

じった混合体を扱っていると、原単位

で考えることは非常に難しい。 
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 （スライド 3 枚目の）産業界全体か

らの産業廃棄物最終処分量のデータは

どのように計測したか。1990 年から

2000 年の間に激減しているのは何故

か。 

 激減の理由について明確に分析した

ものはないが、フォローアップ調査に

記述があるように、目標を立てて意識

して取組始めたことが初期の激減の要

因となったという見方もできると思

う。 

 統計の精度については、経団連とし

ても各業界団体からのデータを集計し

ているため、個々の生データについて

は公表できない。 

 「環境と経済が両立し得る」とはど

のような意味で使っているのか。 

 リデュース・リサイクルをみても、

経済成長にとってプラス/マイナス双

方の側面を持つ。 

 経済成長と循環型社会づくりを両立

させるという意味で使っている。 

 極端に企業に負担をかけて経済活動

を止めてはいけない。 

 最終処分量の経年変化がかなり横ば

いになっているが、もう処分量削減は

限界なのか。 

 これまでかなり取り組んで進んでき

ており、今までに比べると努力の余地

が少ない点もあると思われるが、引き

続き取り組んでいく。 

（スライド7枚目の）「経団連の取組・

努力だけでは限界」であるから「政策

的な手当が必要」とのことだが、それ

ぞれ具体的にどのようなことを意味し

ているのか。何が必要と考えているの

か。 

 限界については同上。 

政策手当については、具体的には検討

中。ただ、自主行動計画に参加してい

る業種では取組が進んでいるが、そう

でないところもあることも理解して欲

しい。 

業種毎に異なった定義・言葉の指標を

使っているため、混乱が生じる部分が

ある。なるべく定義なり言葉なりを合

わせることを経団連として検討する余

地はあるか。 

そろえた方が良いことに同意。かな

り難しい問題もあるのでやってはみる

が、今後の努力課題とする。 

 

 （スライド 3 枚目で）産業界全体で

の産廃処分量が出されているが、根拠

となる数字をより詳細に出すことは可

能か。 

 

 海外での製造・生産に伴う廃棄物に

ついてはどう考えるか。 
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３Ｒの雇用に対する効果を今後整理

していかねばならないと考える。経団

連として、雇用関連の指標の整理が可

能なのか。経団連として何ができるか。 

今後の課題とさせて頂きたい。 

 

 

アミタ株式会社 

 

（発表概要） 

○アミタの事業概要、特に自然共生社会に向けた取組（森林酪農、バイオガス

発電等）を中心に説明。 

○アミタの事業のうち、自らリスクを背負って投資をし、実際に循環型のモデ

ルを作っていく取組が、地域再生プロデュース事業。 

○林業においても森林空間の複合的な活用等木材以外の収益構造が必要。また、

長期サイクルの中でも生業が成り立つような短期サイクルの収益構造が必要。

他方、酪農についても現在疲弊している。こうした２つを融合させ新たな価

値を生み出す取組が森林酪農。 

○「森林酪農」の手法について説明。 

○「森林酪農」によって、人・森・牛を複合的に組み合わせ、全てにとって価

値が生み出せる関係ができる。 

○現在京丹後市、那須の 2 カ所で事業を実施している。京丹後市では、2002 年

から携っており、バイオガス発電施設が併設しており、食品廃棄物のメタン

発酵によるバイオガス発電・副産物の液肥・発酵肥料としての利用も行って

いる。 

○これらの取組を通じて、地域の関係性を構築し、地域全体での循環による持

続可能な社会づくりを目指している。ここでは、物質だけでなく経済・人材

についても含めて考えている。 

○那須については、バイオガスプラントはなく、高齢者専用住宅や学校等と連

携したコミュニティ形成モデルと位置付けて行っている。 

○これらにより地域内循環・経済創出を産み、それによって若年層の雇用を促

進することを目指して展開している。 

○CSRとしてではなく、収益事業として位置付けている。 

 

（委員からの主な質問・意見とそれに対する回答） 

意見・質問 回答 

 京丹後と那須を対象地域に選んでい  条件が良いから選んだわけではな
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るが、たまたまその場所の条件が良か

ったのか、それとも他の里山でも同じ

ような試みが可能なのか。 

く、縁があったから。有利不利はあっ

ても急峻でなければ全国どこでも可能

と思料。 

 循環型社会と自然共生社会の統合的

取組とのことだが、低炭素社会も含め

た３つの社会の統合的取組も意識して

行っているか。 

 低炭素社会は、本事業の中では強調

していないが、森林を若返らせていく

ことによる炭素吸収の活発化という観

点で意識している。 

雇用を生み出していることは素晴ら

しい。 

-  

メタン発酵は食品系未利用資源のみ

か。家畜糞尿等については行っていな

いのか。 

家畜糞尿は山に還元されているた

め、現在の所、食品廃棄物のみである。 

全国各地から相当視察があると思う

が、広がりはあるのか。 

 確かに、多くの視察がある。自治体

だけでなく企業からも取組の視察に来

る。 

 全国の里山・人工林についても、広

げられる可能性はあると思う。 

「森林の牛乳」の値段が高いとのこ

とだが、何故高いのか、コスト構造を

教えて頂きたい。 

 乳量が通常の酪農の半分と少ないこ

と、人件費がよりかかること、等が問

題。 

今までの規制・法律の中で中々うま

くいかない点もあると思う。今一番変

わって欲しい規制・旧来の法律規制は

あるか。 

「今後、この部分が評価されれば全

体が回る」という点を御提案頂きたい。 

・森林の所有者が細分化されている 

・保安林の解除が非常にむずかしく、

用地の確保が困難 

・産廃の扱い 

雇用への効果を定量的に御紹介頂き

たい。 

 京丹後においては、正社員11名、ア

ルバイトも入れると20名程度。地元採

用がうち8割程度。 

どのような場合には本事業の立地の

制約条件になるのか。 

水の問題、土砂崩れがしやすい等。 

行政との連携面で特筆すべき事はあ

るか。 

 バイオガスプラントは京丹後市当局

と連携しているが、その他は基本的に

民でやっている。那須については、行

政とは関わりなく行っている。 

発電施設の採算性はどうか。  現在、売電はほとんどできていない。
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価格が安いことが問題。むしろ、ガス

として温室・食品加工に利用する方が、

経済的効果は出てくると思う。 

 排水処理に非常にエネルギー・薬品

等コストがかかる。収益性にとって大

きくこの２点が重要。 

この事業は経済的に成立しているの

か。 

 １年以内にとんとんになる見込み、

４年以内の黒字化を目指す。 

京丹後と那須には、現在１０等程度

で実験段階。３０から４０頭ぐらいで

収益ラインにのると考えている。今後、

規模を拡大することで収益ラインに載

せられると思う。 

 地域の内需主導型でマーケットを

作っていくことが重要であり、目指し

ているところ。 

 

 

 

ユニー株式会社 

 

（発表概要） 

○総合小売業として行っている循環型社会・地域循環圏に向けた取組について

説明。 

○食品リサイクル：ユニーでは、全ての店舗において、廃棄物の計量・19 分類

の分別・リサイクルをする取組を行っている。分別の分類は、再生資源とし

て用いるという観点から行っている。 

○計量するようになってから、廃棄物の量は徐々に減少しているところ（売り

上げ当たり毎年約5%程度減少）。 

○愛知経済連と連携し、食品残渣を堆肥として再利用し、その堆肥を用いて作

物を栽培し、店舗で販売するという食品リサイクルループを作ってきている。

このループは、2007年に食リ法の再生利用事業計画として認定された。 

○容器包装リサイクル：1980 年度から、容器包装削減の取組を開始。19988 年

からレジ袋再利用の運動、マイバックキャンペーン等を経て、現在、レジ袋

有料化の取組を推進中。2005年の愛知万博を契機に、消費者意識も向上し、

現在では東海北陸地域及び山梨県ではほとんどの店でレジ袋は有料化できた。
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ただし、関東地方ではまだほとんど進んでいない。2007年は3億3000万枚使

用していたが、2008年に約1億枚削減。2009年にはさらに約1億枚削減可能。 

○容器包装の店頭回収も進捗している。牛乳パック・発泡スチロールトレイ、

アルミ缶、別途ボトル、瓶、バイオマスプラスチック容器等をリサイクルし

ている。物流センターから商品納入の際の復路便を利用し、温室効果ガス排

出も増加しない仕組みとしている。 

○容器包装についても、最終的に製品にして店舗で売る（ループを作る）こと

を目標にしている。牛乳パックについてはトイレットペーパーとして、食品

トレイはベンチ材として実際に店頭販売されている。 

○現在、試験的に容器包装にバイオマスプラスチックを使用し、これについて

も、リサイクルループ形成に取り組んでいる。バイオマスプラスチックの環

境負荷軽減効果については、九州工業大学の白井先生他研究ベースでも検証

して頂いているところ。 

○容器包装については、今後の課題として、リユースの難しさ、運搬に廃掃法

の許可が必要なため地域を跨いでの運搬が困難である等の課題がある。 

○生物多様性保全も重要であると考え、循環型農業等の取組を行っている。 

○ＥＳＤ（持続可能な開発のための教育）についても、中部エコパートナーシ

ップオフィスと共に、子供たちに環境教育を行っている。 

○エコファースト企業に認定されており、引き続き循環型社会・持続可能な社

会形成等に向け取り組んで参りたい。 

 

（委員からの主な質問・意見とそれに対する回答） 

意見・質問 回答 

 食リ法の認定だけでは余りインセン

ティブになっていないと感じた。さら

にインセンティブを高めるために制度

的に検討すべき点があるか。 

 インセンティブを高めるために必要

な制度としては、リサイクルループ等

に関し、特に搬入側の理解を得にくい

状況において、（当事者以外が）ループ

の監査をした上で、市町村との協議を

行うメカニズムがあると良い。また、

農業者団体等、ループにおけるパート

ナーを組める関係者団体と知り合う仕

組みを作って欲しい。 

 食品リサイクルについて、店側の取

組だけでなく消費者との連携が重要。

消費者に呼びかけたいことを教えて欲

しい。 

最低陳列量がどの程度必要か等、リ

デュースに関する顧客の意識をアンケ

ート並びにインタビュー調査によって

聴取予定。 
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カーボンフットプリントの商品を、

貴社でどの程度導入しているか。 

昨年度、経済産業省と共に試行事業

を行ったところ。 

 バイオマスプラスチックが本当に環

境に良いという点を検証していって頂

きたい。 

バイオマスプラスチック導入に際

し、生分解性であることが大きな課題

であった。石油由来に比べて、LCA 的

に全ての工程の中で温室効果ガス排出

が少ないかについては、まだ研究段階

であり、引き続き研究者と共に最も正

しい方法を模索していく所存。 

 石油系のプラスチックがクローズド

ループになっていない点を、特定事業

者として問題意識を持って欲しい。何

か可能性があるか。 

 

 これらの取組について、社内でコン

センサスが得られているのか。 

当初は厳しい点もあったが、廃棄物

分別・リサイクルによるコスト削減効

果等によって、理解が進んだ。 

 他のスーパー業界の取組の現状はど

のような状況と考えるか。 

環境活動に関しては、チェーンスト

ア協会等と一緒に考えている。持続可

能な社会をめざす中で、地域全体で考

えていくというスタンスである。その

ため、成功事例等は積極的に情報提供

している。 

 


